















Survey of Child-rearing in Local Society in Agricultural Extension Services in Postwar Japan
— Focusing on Seasonal Child Care Centers—
This survey is the continuing study on the Agricultural Life Improvement Program in 
Postwar Japan which I started in 2010.
The results of the research reviewing of slides are presented in two main parts :
1. The Program in Fukushima prefecture were working on establishment of the seasonal opening 
nursery child care centers to improve the task of the female farmworkers in early postwar.
2. The purpose for establishment of the seasonal opening nursery child care centers was not only 
the child-rearing which disturbed the task with the female farmworkers during the busy season 
on the farms but also the new enlightening experiment based on the doctrine which all children 





















































































































































































































































































昭和36 ～ 45年の時期であるのに対し（昭和23 ～ 35年食糧増産期には「季節保育所の開設」は
入っていない）、福島県では、昭和28年～ 37年の時期に「季節保育所の開設」を重点活動項目
に設定した。
　従って、「季節保育所開設」を重点活動項目に置いたのは、全国では昭和36年から、福島県
では昭和28年からということになり、福島県は比較的早い時期から季節保育所開設を重要視し
生活改良普及員の重点活動項目としていたということが出来るのではないか。
　
（4） スライド資料「私たちの保育所」からわかること
①スライド作品について
　筆者は、これまでの戦後農村の生活改善普及事業に注目し調査を進めるなかで、普及活動に
使用されたスライドと台本に注目してきた。その中の一つが ｢私たちの保育所｣ である。その
特徴の一つは、日本国憲法や児童憲章に触れている点であり、「子どもを悪い環境から守る｣
ということを保育所作りの原点としている点である。
　スライド作品は、写真やイラストで構成した静止画コマスライドに、付属の音声解説カセッ
トテープを流して連動上映するものであり、主に行政や農協の指導関係者が、指導啓発用とし
て購入し、利用した映像資料のことである27）。
②スライドの企画・製作・製作年・撮影場所
　「私たちの保育所」というスライドは、企画は農林省農業改良局、製作は社団法人農山漁村
文化協会、製作年は1953（昭和28）年である。スライド撮影場所は静岡県田方郡西浦村、出演
協力は、西浦村久連婦人会有志であり、実話に基づいている。
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　スライド撮影場所は静岡県であることから、「幻燈スライド説明台本」には、次のような記
述が見られる。
　「ミカン、コメ、ムギを作ります。村では昔から田植えは女の仕事ときまっているのです｣
と、生産物紹介の最初にミカンが記載されている点が特徴的である。また、資金作りのために、
ミカン箱を売ったというスライドも含まれている。
　スライド「私たちの保育所」の製作年である昭和28年度に、農山漁村文化協会（農文協）が
製作したスライドとしては、「みどりの平和」「台所せいとんの工夫」「作業衣の改良」「安産の
ために」「共同炊事の村」「農繁期の栄養」がある。
　
③日本国憲法
　スライド台本には次のように書かれており、スライドにも文字が明示されている点が特徴的
である。
　「日本のいまの憲法には、こうきめられています。“すべての国民は、健康で文化的な、最低
限度の生活を営む権利を有する。”だのに、私たち母親の目には、無心に遊ぶ子供たちが、ど
うしても、しあわせそうには見えません」。
　その背景として、家事が忙しく「子どもをかまってやるヒマがない」、上の子に子守をさせ
ていて「どなってしまう」、裏山の青い梅の実を食べた子どもが高熱を出してエキリになって
しまった例などが述べられている。
　日本国憲法が昭和21年11月3日に公布され「健康で文化的な最低生活」を具体的に保障する
責務が国にあるということが明確になった。それから7年後（昭和28年）の製作であるから、
これからの新しい考え方として、農村の人々への啓蒙という意味合いが非常に色濃く出ている
といえよう。
④児童憲章
スライド台本には次のような記述もある。
スライド「私たちの保育所」製作：社団法人農山漁村文化協会、昭和２8年　企画：農林省農業改良局
左からスライド表紙、9枚目、10枚目
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　「“すべての児童は、よい遊び場と文化財を用意され、悪い環境から守られる。”これは児童
憲章にある言葉です。私たちは、はじめて聞くこの言葉の意味を、いく度かみんなで話し合い
ました」。
　ここに登場する「児童憲章」とは詳しくは「児童憲章第九条」のことで、昭和26（1951）年
5月5日制定のものであり、児童の健全な発達を願う大人たちの誓いとして制定されたもので
あった。
⑤「どの子も健やかに生きる権利を持っている」ことが原点
　児童憲章より前に制定されていた児童福祉法（昭和22年12月12日施行）では、第1条に「す
べて国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、且つ、育成されるよう努めなければならな
い」とあり、第2条に「国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健
やかに育成する責任を負う」と規定しているが、これらの児童福祉に対する国民の意識を啓発
するために、この児童憲章は制定されたものであった。
　農繁期に臨時の季節保育所を設立することは、母親の仕事の妨げになるから預かってもらう
という発想ではなく、児童の権利として、「どの子も健やかに生きる権利を持っている」とい
うことが原点にあるべきであるという点を明記している点が重要である。この点は現代にも通
じる重要な点である。
⑥生活改良普及員に相談
　「“なんとか、この子どもたちを預かってくれるところがねえもんだろうか。せめて忙しい時
だけでも助かるがなあ。そしたら私らも、安心して働けるというもんだよ”誰の口からともな
くこんな話が出た。（中略）タメ息ばかりついていないで、みんなで生活改良普及員に相談し
てみよう」ということになった。そして、「昭和25年の春、普及員さんの呼びかけとはいえ、
こうも話がトントン進むとは思いもかけないことでした。（中略）普及員さんのお世話で、保
姆さんのめあてだけは何とかつきました」という。
製作：社団法人農山漁村文化協会、昭和２8年　企画：農林省農業改良局
左からスライド12枚目、20枚目、26枚目
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　女性たちが生活改良普及員に相談し、問題解決の希望を見い出した。
⑦設立資金の工面
　また、設立の資金は「農協のお世話」で「ミカン箱のレッテルを貼る仕事」をやって工面し、
「私たちははじめて生まれる子供のことのように保育所のことを思い描いてはたのしく、にぎ
やかに仕事を続けました。毎日十人ぐらい交替して、十日ほども働いたでしょうか」。また、
砂場作りのためにみんなで浜辺の砂を運んだり、男性も青年団の人などが協力して共有林を切
る作業をしてブランコなどを作ったり、古い校舎の2部屋をきれいに掃除し、みんなで話し
合って、雑巾や紙くずかご、洗面器などは自宅から持ち寄った。また、生活改良普及員の紹介
で、町から2人の保母さんが決まり、子どもは70名集まった。やがて予定の20日間が過ぎた。
「農繁期の忙しい最中に、子供を預かってもらって、私たちはどんなに助かったかわかりませ
ん。子供たちがよろこんだこともいうまでもありません。私たちはささやかな御馳走をもち
よって、保母さんたちにお礼の会を開きました」。その後、継続して保育所を存続させるよう
みんなで村長の所へ行き、役場や農協・地域などから「四万五千円の寄付」をもらい、新しく
手洗場の設備ができ、保育所は継続させるようになった。
　ただし、台本の「あとがき」には「この幻燈の西浦村の保育所は条件も良くうまく運んだわ
けですが、どの村でもこんなにいくとは限りません。（中略）施設も西浦村のように古い校舎
が利用できたのは、（略）恵まれた場合で、一般にはそう簡単ではないと思いますが、お宮の
境内でも集会所でも、一寸工夫すれば、案外簡単にできるのではないでしょうか」と書かれて
いる。
⑧住民の主体的な取り組み
　以上のように、季節保育所の設立では、女性も男性も協力して、自分たちの問題として主体
的に取り組んだと言えるだろう。生活改善普及事業では、生活改良普及員は決して上から押し
付けず、各自の内発的変化が生まれるように、生活改善グループを育成し話し合わせ、自分た
ちの問題を自分たちで見つけその解決に向けて行動するようにうながすことを目指したが、こ
の季節保育所設立もその一例であったと言えるだろう。
　
（5）スライド以外の資料から
①共同保育と保母さん・生活改良普及員
　一方、佐藤寛「共同保育という福音」（『クロスロード増刊号−途上国日本の知恵−戦後日本
の生活改善運動に学ぶ−』2010年所収）28）から、生活改善普及事業上の「共同保育」に注目す
ると以下のようになる。
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　「戦後日本農村の農繁期は、子どものことなど構っていられないほど忙しかった。田植え・
稲刈りの時期には、朝暗いうちから日没後薄明かりが消えるまで一家総出で働き通し、普段な
ら子守をする老人や幼い兄や姉も野良仕事にかり出されるため、乳幼児の世話はおろそかにな
りがちである」という面があった。「誰かが子どもを見てくれれば畑仕事にも安心して取り組
めるのに…。誰もが同じ思いであるなら、工夫してそれを実現しよう。こうして昭和20 ～ 30
年代には全国各地で農繁期限定の共同保育グループが盛んに活動した。場所はお寺や学校（農
村地域の小学校は農繁期は休校になった）を借り、保母さん役は生改さん（生活改良普及員）自
身が保母資格をとったり、農作業のできない村の病弱な女性に頼んだり、村の女子4Hクラブ29）
にボランティアを引き受けてもらったりして調達した」という。
　そして活動の中心は「子育てに切実なニーズをもっている若妻」であり、共同保育の実行計
画をアドバイスしたり、村役場に掛け合って補助金を出してもらったりする役割を果たしたの
は、生活改良普及員であった。
②福島県の農協婦人部の場合
　『福島県女性史』によれば、福島市須南農協婦人部では、1958（昭和33）年から季節保育所の
開設を実施し、「保母さんはもと小学校や幼稚園の先生、助手は婦人部役員など」が務めたと
いう。また、季節保育所利用者は、「農家の育児についやす時間が短縮され、安心して農作業
に精いっぱい働ける」ことを体験発表したということである30）。
6．まとめ
　季節保育所は、明治23年から設置されていたが、戦後農村の生活改善普及事業の中でも、農
繁期の主婦労働の軽減と子どもの安全保育のために設置を推進した重点活動事項の一つであっ
た。普及事業の中では、福島県は全国の動きよりも比較的早い時期から「季節保育所の開設」
を重点項目として掲げ、生活改良普及員が推進した。また、スライド「私たちの保育所」では、
農繁期に臨時の季節保育所を設立する背景として、母親の仕事の妨げになるから子どもを預
かってもらうという理由もさることながら、児童憲章の「すべての児童は、よい遊び場と文化
財を用意され、わるい環境から守られる」という理念に基づく啓発的な内容のものであり、男
性も女性も住民自ら主体的に関わり、自分達の力で解決へと導く「問題解決学習」の一つとい
えるものであった。生活改良普及員はできるだけ上から押し付けるのではなく住民に寄り添っ
て働こうとしていた。それは生活改善運動に一貫して流れる「考える農民を育てる｣ という考
え方に基づくものであった。
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7．今後の課題
　以上、戦後農業の生活改善運動事業史における季節保育所の開設に注目して、全国の動きと
福島県のそれを比較したが、実際に福島県でどのような活動が起き保育所が設立したのかを示
す資料を見つけるには至らなかった。今後はこの点についての調査継続の必要性を感じている。
　現在、地域における子育て支援の充実のために、住民が主体的に地域の特色に合わせた支援
体制作りに関わることが求められている。それには、スライド ｢私たちの保育所｣ に見られた
ように、住民が自分達の課題として主体的に関わることが出来るような仕組み作りが必要であ
る。子育て支援全般に関して、「問題解決学習｣ を促すような仕組みを作り、ファシリテー
ターの養成に力を入れることが重要ではないかと思われる。そのための方策や手法、諸外国で
の取り組み等についても考察を継続する必要があると考えている。
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